
認定支援機関と金融機関の連携内容等に係る覚書（確認書）
　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第１７条第１項の規定に基づき国が認定した認定経営革新等支援機関である「○○○○」（以下、「甲」という）と金融機関である「○○○○」（以下、「乙」という）は、「創業促進補助金」の応募者についての連携及び支援内容を下記のとおり確認する。
記
１　支援対象者
　　「平成２５年度創業促進補助金応募者」
応募者名　○　　○　　○　　○　
２　甲及び乙の連携目的
　　前１の応募者に対し、甲及び乙は、それぞれの業務を通じ、双方が連携して、創業・新事業の展開を支援する。
３　支援内容
　　前１の応募者に対し、甲は事業計画策定から実行までの継続的な支援業務を実施し、乙は金融面での支援に協力する。

４　本確認書の有効期限
　　平成○○年○○月○○日までとする。

平成２６年　　月　　日

甲（認定支援機関）
住所
　　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　乙（金融機関）　　
住所　
　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
名称は覚書でも確認書でもどちらでも構いません。





こちらのひな形はあくまで一例となります。


必ずこちらのひな形にて覚書等の締結を求める趣旨ではございません。





最低限、平成２７年１２月３１日まで見込めることが必要です。





最低限、平成２６年１２月３１日まで見込めることが必要です。





最低限、平成２６年１２月３１日まで見込めることが必要です。





最低限、平成２６年１２月３１日まで見込めることが必要です。









